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産後うつ病予防にむけた地域母子保健対策の現状
The Current Situation of Regional Maternal and Child Health Measures to Prevent 

Postpartum Depression
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要　旨

産後うつ病は，母親自身の苦しみにとどまらず，児への愛着形成，家族関係，さらには，乳幼児虐待の要

因とも関連し，予防的な対策がより重要となってくる。そのため，産後うつ病を始め，妊娠・出産・育児を

社会全体で支えるためには，地域母子保健対策への速やかな対応が求められている。しかし，自治体におけ

る産後うつ病予防の対策は近年になってから開始され，自治体独自で展開されている現状がある。その中で，

中心的役割を果たしてきた地域での看護専門職である保健師は，様々な事業や家庭訪問などで母親を支援し

てきているが，今後の地域母子保健対策のさらなる向上のためには，保健師の産後うつ病予防に対する支援

技術の向上を始めとした，自治体における支援体制の整備が必要と考えられた。
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Ⅰ．はじめに

近年，急速な少子化の進行，核家族化などに伴い，母

親の育児不安や社会からの孤立，乳幼児虐待の増加な

ど，母子を取り巻く環境は大きく変化している。また，

妊娠・出産は喜ばしいライフ・イベントのひとつである

反面，この時期に精神的不調を来たす女性が多いことが

知られている 1）。その中でも産後うつ病は，米国精神医

学会が定める診断基準である DSM-5 に示されたうつ病

の１つのタイプで，妊娠中または出産後 4 週間以内に症

状が現れたうつ病を指している。つまり，妊娠中から出

産後に生じる抑うつ気分，不眠等を主症状とした精神疾

患である 2）。特に，産後うつ病は，強い不安や自責の念，

気分の落ち込みから日常生活や育児が困難になり，児童

虐待や自殺の危険性が高まることもある。発症率は，10

～ 15% で，それらの要因は，出産前後に急激に変化する

体内ホルモンや，生活環境で生じるストレス，本人の体

質的問題が複合的に組み合わさることが考えられている
3）。さらに，産後うつ病は女性自身の苦しみにとどまら

ず，子どもの発達や行動上の問題，子どもとの愛着関係，

また夫の精神状態にも影響することが明らかとなり 4），

社会的にも重大な問題として考えられ，予防の観点から

も注目が集まっている。

また，2017 年 8 月に厚生労働省が公表した，子ども虐

待による死亡事例等の検証結果でも，産後うつ病を抱え

る母親や特定妊婦などへの対応が重要であるなど，虐待

と産後うつ病との関連においても注目がされている 5）。

そのため，産後うつ病を発症した母親や，産後うつ病を

発症する前段階での予防的な支援や対策がより重要と考

えられる。

このような背景からも，わが国では 2000 年に母子の

健康水準向上のための国民運動計画として「健やか親子

21」が策定され，その主要課題には，産後うつ病の罹患

率の減少が目標に掲げられた。さらに，2015 年には現

在の母子保健を取り巻く状況を踏まえ，すべての国民が

地域や家庭環境等の違いにかかわらず，同じ水準の母子

保健サービスが受けられるように「健やか親子 21（第 2

次）」が開始され 6），産後うつ病を含めた母親のメンタル

ヘルスを支援する必要性が求められている。しかし，妊

娠・出産・育児を社会全体で支えるためには，地域母子

保健対策への速やかな対応が求められるなど，「切れ目

ない支援」の具体策について見直し，実行していく必要

がある。特に，母子保健は幅広い専門職が連携し，専門

知識を活用しながら継続的に支える必要性がある。その

中でも，地域の看護専門職である保健師は，住民に身近

な存在として，家庭の様子や育児への姿勢など必要な情

報を得ながら継続的に支援しているため，保健師の役割
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はますます重要と考えられる。特に，近年，次々と変わ

る制度や法律，目まぐるしく変化する社会情勢に対応す

るために，保健師は予防の観点からの効果的な支援を考

える必要がある。しかし，精神的不調を来たす母親への

支援は難しく，自治体における産後うつ病予防の取り組

みは近年になってから開始されている現状がある。その

ため，産後うつ病予防に向けた母親に対する地域母子保

健対策の現状や，保健師の支援を明らかにすることは，

今後の地域母子保健対策の向上を考える上で重要なこと

と考える。そこで，本論文では，産後うつ病の要因から，

わが国における地域母子保健対策の現状と，産後うつ病

予防に向けた母親に対する保健師の支援について概説す

る。

Ⅱ．産後うつ病の要因

産褥期は急激で大きな内分泌学的変動を伴う時期で，

加えて，妊娠・出産は母親としての新たな役割を担う局

面にあり，さまざまな心理的ストレスが発現しやすい時

期である 7）。産褥期の女性ホルモンであるエストロゲン

は，子宮の発育や子宮内膜の増殖，乳腺の発達など，女

性らしい体つきを促進する働きがあり，また，少量の投

与では抗うつ作用を生じることが示唆されている 3）。さ

らに，プロゲステロンは子宮内膜の維持（妊娠の維持），

乳腺の発達に関与し，体温を上昇させる作用があり 3），

これらのホルモンの周期的な変動は女性の気分に変化を

生じさせる要因となっている。さらに，妊娠中では，胎

盤からヒト絨毛性ゴナドトロピンや副腎皮質刺激ホルモ

ンなど，大量のホルモンが分泌される。これらのホルモ

ンは出産後，胎盤が娩出されると同時に急激に減少し，

抗うつ作用を有するエストロゲンと抗不安作用を有する

プロゲステロンが短期間で急激に変化することで，産後

うつ病をはじめとする周産期の精神疾患の病態に関与し

ていると考えられている 8）。また，うつ病の既往歴，月経

前症候群，前回出産時の産後うつ病の既往，低収入や育

児に家族の協力がえられないこと 9）10），低い自尊感情 11），

社交性の低さ，一般的健康異常，初産婦 12）などが産後

うつ病の要因としても考えられている。さらに，産後は

児を中心とした生活となるため，今までの生活リズムが

大幅に変化し，睡眠不足や，出産による身体的な疲労，

ホルモンバランスの変化から，心身ともに疲労が蓄積す

る時期である。また，産後は母親自身が体の回復のため

に安静に過ごす時期であり，児においては，体温調整や

免疫，抵抗力が未熟なため，この時期は，母子が自宅で

過ごす期間が長くなる。そのため，他者との交流も減る

現状がある。特に，母親は，言葉を話せない乳児と関係

を築くことは，母親としての能力と向き合うことでもあ

り，自己肯定感が揺らぎやすくなる13）とも言われている。

つまり，産後うつ病は単一的要因にとどまらず，これら

の事柄が複合的に絡み合うことで発症にいたると考えら

れている。これらの要因を踏まえて保健師は，妊娠期か

らの情報とともに，産後の母親へ関わる機会を持ってい

る。しかし，母親が，自らの不調に気づかないことや，

不調があっても訴えることは少ないため，保健師は母親

の発言だけではなく，生活や育児への姿勢を総合的に捉

える必要があると考えられる。しかし，現状として，保

健師の支援はそれぞれ個々のアセスメントにおいて実施

されていることから，保健師のスキルに差がでることが

課題である。

Ⅲ．わが国の妊産婦のメンタルヘルスの現状と影響

わが国において周産期医療は，戦後の母子保健衛生対

策の整備と 1965 年の母子保健法の制定を経て急速に改

善し，今や周産期死亡率，新生児死亡率，乳児死亡率，

妊産婦死亡率などの指標は世界のトップクラスとなって

いる 14）。しかし，その一方で少子化が進行し，女性が

子どもを産み育てることに困難を感じている社会でもあ

り，妊産婦のメンタルヘルスの問題が生じやすい要因が

存在している。特に妊産婦のメンタルヘルスの問題は，

自殺や虐待，また，子どもの発達にも影響することが明

らかとなり，重大な事柄として考えられている。

わが国において近年まで，周産期の自殺の実態につい

てはほとんど明らかにされていなかった現状がある。し

かし，2016 年に竹田と東京都観察医務院との共同で，

2005 年～ 2014 年の 10 年間に東京 23 区内で発生した妊

産婦の異常死を分析し，この間に 63 例の自殺が明らか

にされた 15）。この数字は，同じ期間に東京 23 区内で起

きた産科異常による母体死亡の 2 倍以上であり，さらに

自殺した妊婦の約 4 割がうつ病または統合失調症であっ

たこと，産婦の 6 割が産後うつ病をはじめとする精神疾

患を有していたことが明らかとなり，妊産婦のメンタル

ヘルスケアの重要性を再認識させられる重要な報告で

あった 13）。

また，児童虐待において，厚生労働省が公表している

児童相談所の児童虐待相談対応件数は年々増加傾向であ

り，2017 年度は 133,778 件 16）で，これまでで最多の件

数となっている。虐待による死亡事例は，社会保障審議

会専門員会の子ども虐待による死亡事例等の検証結果

（第 14 次報告）によると，死亡事例は 67 例（77 人）で，

そのうち，0 歳が 33 人（42.9%）と最も多い状況となって

いる 17）。また，主たる加害者は実母が 52 人（77.6%）で

最も多く，そのうち，予期しない妊娠や妊婦健康診査未

受診者である者が，高い割合を占め，それら以外にも，

精神疾患や抑うつ状態，マタニティー・ブルーズなどの

側面もあったことが明らかとなっている。このことから
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も，児童虐待には母親のメンタルヘルスの問題が大きな

要因となっている。

一方，最新の知見では，胎児期から乳児期の子どもの

心身の状態が将来の健康に多大な影響を及ぼすことが明

らかとなっている。特に妊娠期の抑うつや不安症状は，

乳幼児の注意障害 18），学童期の IQ の低下 19）などの関連

が指摘され，心理面での健康は，子どもの将来の人間関

係の形成や社会適応の面で重要な要素であることが明ら

かとなっている 13）。

特に，妊産婦のメンタルヘルスにおいて，産後うつ病

は見逃されがちな疾患であるとも考えられている。その

理由は，産褥婦の抑うつ，興味減退，不眠，無食欲など

はよく見られる症状として捉えられ，精神面の不調との

認識にいたらないことや，おかしいと感じても，乳児を

抱えて病院に行くのは困難で，育児は大変だから多少元

気がなくても仕方がないと周囲が考えるからである 20）。

また，Okano ら 21）は，産後うつ病に罹患した産褥婦が

医療機関を受診する率は約 10% であると報告している。

このように，妊娠期からの母親のメンタルヘルスと母親

を取り巻く環境が，生まれてくる子どもの将来の発達に

影響を及ぼすことや，支援が必要な状況であるにも関わ

らず，支援に繋がらない現状があり，その意味で妊産婦

の産後うつ病を含めたメンタルヘルスへの支援について

考えていくことは重要と考えられる。

Ⅳ．地域における母子保健対策

これまでわが国の母子保健対策は，思春期から妊娠，

出産，育児期を通じて一貫したサービスが提供できるよ

う体系化され，各市区町村は法律に基づき母子保健サー

ビスを展開している。その中で，母子保健サービスの出

発点となる母子健康手帳交付事業は，1942 年の妊産婦

手帳に始まる長い歴史を有する母子保健の基本的な政策

手段である。その後，1965 年に母子保健法に基づく母

子健康手帳となってからは概ね 10 年ごとに社会情勢や

保健医療福祉制度の変化，乳幼児身体発育曲線の改訂等

を踏まえて様式の改正が行われている。特に母子健康手

帳交付事業は，妊娠早期の女性と関わる機会となり，妊

娠・出産を機に顕在化する夫婦間葛藤，家族機能の変化

に伴う不安など，妊婦が抱きやすい心理的問題や妊婦の

精神科受診歴，さらには，社会経済的状況などを知るこ

とができる好機となっている 22）。また，母子健康手帳は，

母子保健法第 16 条において，妊産婦，乳児及び幼児に

対する健康診査及び保健指導の記録を行うことを規定し

ている。これは，当事者が主体となって健康記録を所持・

記載することで，妊産婦・乳幼児に必要な保健医療支援

等に結び付けるとともに，当事者自身による妊産婦・乳

幼児の健康管理を促す重要な手段となっている。そのた

め，母子健康手帳は，妊娠，出産，乳幼児期の一貫した

健康記録として，自らの健康管理に役立つとともに，子

育て期の家族の重要な記録となっている。また，この記

録を参考として保健指導や健康診査が行われるなど，母

子保健対策を進めていく上でも重要な意義があるものと

なっている 23）。つまり，母子健康手帳から捉えられる

母親の生活状況や家族状況を支援者が把握することで，

母親から訴えがない潜在的なニーズに気づき，産後うつ

病を予防するための重要な契機になると考えられる。

また，子育て支援や虐待予防の観点から，家庭に入り

支援していく母子保健対策として，保健師をはじめとし

た専門職による家庭訪問がある。母子保健分野において，

家庭訪問を行う主な事業は，母子保健法第 11 条で位置

づけられている新生児訪問指導事業や児童福祉法に位置

づけられている乳幼児全戸訪問事業，養育支援訪問事業

がある。家庭訪問は自宅での支援であるため，家庭の状

況や養育状況を把握する重要な支援方法であるが，これ

らの家庭訪問事業は目的や内容が異なるため，それぞれ

の特徴を活かした効果的な支援がなされる必要がある。

特に，産後に行われている新生児訪問指導事業や乳幼児

全戸訪問は，かつては生まれてきた子どもを中心に成長・

発達などの確認を行うことを目的としていたが，現在で

は，母親の精神的なサポートも重要な目的となっている。

また，2015 年度から始まった「健やか親子 21（第 2 次）」

での基盤課題 A では，妊産婦・乳幼児での切れ目ない

支援体制の構築を目指しており，支援方法が多様にある

なかで，これらの家庭訪問は必須であり，効果的な支援

のあり方を検討することは重要と考えられている 24）。

そして，母子保健事業の根幹となる乳幼児健康診査事

業は母子の健康を支援，評価する重要な事業の一つであ

り，問診項目の活用などを通して，母子の顕在的・潜在

的健康課題を明確にし，一貫した行政サービスを提供す

るための標準化ともなっている 25）。特に，法律で義務

付けられている 1 歳半健診と 3 歳児健診に加えてほとん

どの自治体では乳幼児の健診を実施し，乳幼児期からの

切れ目ない支援体制を構築し，母子の個別の健康状況の

把握だけではなく，地域の健康状況を把握する絶好の機

会ともなっている。

しかし，これらの母子保健対策があるなかでも，増加

する児童虐待や妊産婦のメンタルヘルスの問題等が複雑

化し，地域との繋がりが希薄化するなど，孤立した妊産

婦が増加している現状がある。そのため，それらに対応

した，子育て世代を身近な地域で親身に支える仕組みを

整備することが急務となっている。それらの現状を踏ま

え，わが国において，妊娠・出産・育児期の多様な支援

のニーズをワンストップで対応する，子育て世代包括支

援センター（母子健康包括支援センター）の全国の自治

体への設置が進められている。子育て世代包括支援セン
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ターは，2016 年の母子保健法の改正で市区町村の設置

が努力義務化され，2020 年度末までに全国展開を目指

すと閣議決定され，妊娠前から子育て期まで切れ目ない

支援を行うこととされている 26）。つまり，妊娠初期か

ら子育て期において，それぞれの段階に対応した支援や，

利用できるサービスに関する情報や助言が，子育て家族

に伝わり理解されるよう，現状の支援の在り方を利用者

目線で再点検する必要が求められている。また，2018

年からは産後うつ病や新生児への虐待を予防するため

に，出産後の母親の健診費用を助成する，産婦健康診査

事業が開始されるなど，より一層切れ目のない妊産婦・

乳幼児への母子保健対策が展開されている。

Ⅴ．産後うつ病予防に向けた母親に対する保健師
の支援

わが国の母子保健事業の実施主体は市区町村に一元化

され 27），その中で中心的役割を果たしてきた保健師は，

ほぼ全ての母親と子どもに関わる機会を有し，住民に身

近な存在として，家庭の様子や育児への姿勢など必要な

情報を得ながら継続的に支援している。特に地域母子保

健に関わる保健師などの専門職は母親のメンタルヘルス

に関わる機会が近年増加している。そのため，心理社会

的リスクをもつ母親に対する妊娠期からの継続支援や，

心の健康状態を促進する支援の重要性が増している 28）29）。

しかし，精神的に不安定な母親を支援する保健師をはじ

めとする看護職の心理的負担や支援の困難さが報告され

るなど 30），精神的不調を来たす母親の支援の難しさも

指摘されており，産後うつ病に対する保健師の支援に関

する研究報告は少ない。また，保健師の活動は，人々の

生活や健康状態に悪い事態が起こらないように事前に防

ぐ予防活動を行うことである 31），と言われている。保

健師は，母子健康手帳交付時から母親の状況を把握し，

継続的な関わりを持つことができるため，産後うつ病の

リスクを含めたすべての母親に対して，妊娠期からの予

防的な介入をしていく必要があるが，自治体において，

母親をサポートする事業の展開方法や，取り組む姿勢，

さらには，病院を始めとする他機関との連携方法などの

支援体制は，各自治体に任されている現状があるため，

産後うつ病予防に向けた母親に対する統一した支援を展

開することが難しいと考えられる。

また，わが国において，産後うつ病の評価方法として，

主にエジンバラ産後うつ病質問票（Edinburgh Postnatal 

Depression：以下 EPDS）が用いられ，産後うつ病のス

クリーニングに使用されている。これは，1987 年に英

国の Cox らにより紹介された EPDS を 1996 年に岡野ら

によってわが国で実用可能な形にして導入されたもので

あり 2），保健師をはじめ母親を支援する様々な専門職の

間で使用されている。その理由は，2000 年に制定され

た「健やか親子 21」において，産後うつ病の罹患率の減

少を明確な目標として厚生労働省が打ち出したことや，

2007 年より厚生労働省の事業として「乳幼児家庭全戸訪

問事業（こんにちは赤ちゃん事業）」を開始し，これらの

事業において，母親の精神的な健康状態を表す指標とし

て，EPDS などを用いて，母親の精神面での健康状態の

把握に取り組む自治体が増加したからと考えられている
32）。特に，EPDS は訓練を受けた保健師や助産師が正し

い方法で実施した場合は，対象となる母親の状況把握を

行う適切なツールであることが明らかとなっており 33），

EPDS は信頼性が高く，簡易に評価できること，産後う

つ病のスクリーニングや，産後うつ病の予防効果の評価

にも使用されている 34）ことが EPDS の使用に繋がって

いると考えられる。さらに，EPDS を活用することで，

母親との会話を深めるためのツールとなることや，母親

の背景を知ることができるなど，保健師にとっても母親

からの情報を得るために有用なものともなっている。し

かし，現状では，産後うつ病のスクリーニングの実施率

自体が低い状況となっている 34）。また，日本語版作成

者である岡野が「EPDS が勝手に一人歩きしている」状態

であると名言し，立花らは EPDS の乱用・誤用を明ら

かにしている 35）。EPDS は本来「①場所とプライバシー

をしっかりと確保する。②女性たちがリラックスした環

境で行う。③乳児をかわりにみてもらえる環境での回答

を行う」という状態が信憑性を高める 2）。しかし，現在

の方法では，家庭訪問時や，郵送での回答など，実施時

期や使用環境などがそれぞれ異なっている現状があり，

効果的な支援を行っていくためにも，使用方法について

検討していく必要がある。さらに，高得点者のフォロー

体制については，自治体独自の方法で検討し，継続的な

支援がされている 36）37）。しかし，どのような方法で継続

的に関わり，保健師がどのように関わったことで改善や

効果があったかは明らかにされておらず，さらには

EPDS の低得点者でも支援が必要な母親がいる現状もあ

る。こうした状況も踏まえ，転入や核家族化による家族

形態，住居環境における得点の差も考慮しながら，支援

体制の整備など地域全体として母親への支援を考えてい

く必要がある。特に，産後うつ病を予防するための具体

的な介入研究は少なく方法論が未確立のため 34），今後

の研究の蓄積が必要であると考えられる。

Ⅵ．おわりに

わが国では産後うつ病の認知度はまだまだ低く，母親

自身が，不調があると感じても，専門機関に相談してい

ないケースも多く 4），治療あるいはサポートを受けられ

ないまま状況を悪化させていると考えられている 2）。そ
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のため，産後うつ病を発症する前段階での産後うつ病の

リスクがある妊産婦の早期把握と，継続的な支援のため

には，関係機関や多職種との連携が重要である。特に，

地域において妊産婦支援は市区町村が主体となり，その

中でも妊娠期から関わりを持つことができる保健師の果

たす役割は重要である。しかし，自治体において，母親

をサポートする事業の展開方法や，取り組む姿勢，さら

には，他機関との連携方法などの支援体制は，各自治体

に任させているなど，支援体制は十分とは言えず，保健

師個々の支援においても，スキルに差があることは，今

後の産後うつ病を予防するための地域母子保健対策の重

要な課題と考えられた。

今後は，産後うつ病のリスクがある母親に対する具体

的な支援を把握することはもとより，保健師が支援を行

う際の判断した視点や，支援した結果どのような効果が

あるかを明らかにすることで，保健師の産後うつ病予防

に対する支援技術の向上につながると考えられる。 
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